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リーマンショックからの10年間は、世界的に経済

を回復させるための調整期間になると思われてい

た。しかし、技術の進歩を受けて世界の消費者は予

想外の回復力を見せ、消費の黄金時代となり、今で

は、スマートフォンさえあれば昼でも夜でも世界中

の商品とサービスが買えるようになった。

2019年3月時点で、不安定な世界株式市場、先

行きの見えない貿易、中国の成長失速、国際的な

ポピュリズムと孤立主義に向かう傾向があるが、

消費者は依然として働き続け、買い物をし、未来

を確信し、新しい技術を受け入れ、世界経済を

しっかりと支えている。フィナンシャルタイムズ

紙が発表した2018年の分析によると、世界の失

業率は、38年間で最も低い5.2%まで低下した。

さらに2018年9月、ブルッキングス研究所は、史

上初めて中流階級以上に分類される人口が世界

の総人口の半数を超えた（38億人）と発表した。

世界経済に強い影響を与えているのは消費

者だけではない。27の国と地域（図表1参照）

で21,000人以上のオンライン消費者を対象と

したPwCによる第10回世界の消費者意識調査

（GCIS：Global Consumer Insights Survey）で

は、カスタマイズされたテクノロジーツールを手にし

た消費者は、チャネルを問わず、社会を意識し、ソー

シャルメディアを駆使した体験を求められるように

なっていることが明らかとなった。PwCのグローバ

ル・コンシューマー・マーケット・リーダーであるJohn 

Maxwellは、次のように語っている。「日用品、医療

サービス、自動車、金融サービスなど、何を売るか

にかかわらず、企業は優れた体験を提供すれば勝

者になれる」

実際、PwCは、企業の成功を判断
する指標として、従来の投資効果
（ROI：Return on Investment）
に加え、カスタマーエクスペリエン
ス（顧客の体験、CX：Customer 

Experience）に着目した指標を導
入すべきだと考えている。今日の
消費者の判断力と決定力を考慮
すると、企業はもっとカスタマーエ
クスペリエンス（CX）に投資した
方がよい、というのがPwCの考え
だ。「体験からのリターン（ROX：
Return on Experience）」の評価
により、企業は、消費者と自社ブラ
ンドの相互作用に直接関係する部
分への投資が、どれほどの収益を
創出しているかを理解できるよう
になる。

https://www.ft.com/content/1e8f4cf4-f257-11e8-ae55-df4bf40f9d0d
https://www.ft.com/content/1e8f4cf4-f257-11e8-ae55-df4bf40f9d0d
https://www.brookings.edu/blog/future-development/2018/09/27/a-global-tipping-point-half-the-world-is-now-middle-class-or-wealthier/
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図表1：調査を実施した国と地域

GCISの調査結果からさらに核心に迫るため、

PwCは、一般消費者を顧客とする企業の幹部に消

費者の変化に対する彼らの考えと、PwCのROXフ

レームワークについてインタビューを行った。また、

PwCの専門家の意見を集め、他のPwC出版物か

らも見解を引用した。このエグゼクティブサマリー

では、以下の3部構成でROXの基本を解説する。

• 消費者によるカスタマーエクスペリエンスの再
定義

• ROXの測定

• ROXを改善すべき6つの理由

出典：世界の消費者意識調査2019
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消費者によるカスタマーエクスペリエンスの 
再定義

図表2：消費者の3分の1近くは、週に1回以上、オンラインで買い物をしている 
（前年比5パーセンテージポイント増）

Appleの共同創業者の1人で長く最高経営責任者

（CEO）を務めた故スティーブ・ジョブズ氏は、製品

デザインに関して「シンプルなほど良い」と語ったこ

とで有名である。そして彼が生み出した製品は、言

うまでもなく世界中の消費者に歓迎された。しかし、

デザインについての彼の理論は正しかったかもしれ

ないが、テクノロジーに関して今日の消費者は「もっ

と多く」を求めてやまない。例えば、音声アシスタン

トにより家も車もデジタル化していることが挙げら

れる。ROXの詳細と、その測定や改善方法につい

て説明する前に、まずはPwCの最新のGCIS結果

をもとに、今の消費者がどのような体験を求めてい

るのかを解説する。

生活のデジタル化
PwCの調査は、デジタルテクノロジーが消費者の

生活のあらゆる部分に着実に浸透していることを示

している。例えば、週に1回以上、何かをオンライン

で購入するという回答者は、前年比で5パーセンテー

ジポイント増加し31%に達した。逆に、オンラインで

買い物をしたことがない消費者は3パーセンテージ

ポイント減少した（図表2参照）。

質問：平均すると、オンラインでの商品購入頻度はどのくらいですか？ 回答者数：23,066人（*pp = パーセンテージポイント）
出典：世界の消費者意識調査2019

日に1回 6% （+2pp*）

25% （+3pp）

36% （+1pp）

23% （-2pp）
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Consumers shop on smartphones more often than PCs

Q: How often do you buy products (e.g. clothes, books, electronics) using the following shopping channels? (Excluding grocery shopping) 
21,480 respondents (Note: Chart combines daily and weekly shopping) 
Source: Global Consumer Insights Survey 2019
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図表3：消費者はPCよりスマートフォンで買い物をする方が多い

この結果は、スマートフォンがオンラインショッピ

ングの主流となったことも裏付けている。世界の

回答者の24%が、週に1回以上スマートフォンで買

い物をしているのに対し、PCは23%、タブレットは

16%である（図表3参照）。スマートフォンが他のデ

ジタルデバイスより多く使われるようになったのは、

10年にわたるPwCの調査で初めてのことである。

デジタルテクノロジーが身近になり、信頼力を増

すにつれ、消費者は他のサービスも利用し始める。

2018年には、調査回答者の半数以上（51%）がオ

ンラインで請求書の支払いを行い、オンラインで送

金した人も同じ割合にのぼった。有料のケーブルテ

レビを解約する人も増え、調査回答者の54%が映

画やテレビ番組を週に2回以上インターネットで視聴

している。このトレンドをけん引しているのが1990年

代後半以降に生まれた「Z世代（Generation Z）」

である。Z世代の50%以上がエンタテイメントを

1日に1回以上オンラインで視聴している。若い消費

者は、ニュースや時事解説もオンラインで見ることが

多く、39%（全体では25%）が情報を得るために最

初にソーシャルメディアにアクセスすると回答した。

モバイル決済も、特に固定電話回線からモバイル

／スマートフォンへと一気に移行した新興地域をは

じめとして、広く普及している。実店舗でモバイル決

済を利用する人が急速に増えているベトナムでは、

そのようなサービスを利用する人が1年で24パーセ

ンテージポイント増加し、61%に達した。中東では

20パーセンテージポイント増加し、45%となってい

る（図表4参照）。世界的には、消費者の34%が実

店舗での買い物にモバイル決済を使用した（前年は

24%）。

質問：次の購買チャネルを使用して、どのくらいの頻度で商品（衣服、書籍、電子機器など）を購入しますか？（食料品の購入を除く）
回答者数：21,480人（注：グラフは毎日買い物をする人と、週1回買い物をする人を合わせた割合）
出典：世界の消費者意識調査2019

実店舗 PC タブレット モバイル／スマートフォン

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
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Biggest growth in mobile payment in Vietnam and Middle East
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図表4：ベトナムと中東でモバイル決済が最も大きく成長

質問：モバイル決済で買い物の代金を支払ったことがありますか？（国・地域ごとのまとめ）
*香港は回答者数が少ない
出典：世界の消費者意識調査2019
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フリクションレスな 
「購買ジャーニー（Purchase Journey）」
また、PwCの調査によれば、購買のステップに

おいてフリクション（面倒なこと）が少なければ少な

いほど、消費者による買い物の頻度は増え、支払う

金額も大きくなる。例えば、世界の回答者の65%

が、少なくとも数回はAmazonで買い物をしてい

る1。しかし、本当に興味深いのは、その3分の1以上

（34%）がAmazonによって買い物の回数が増えた

と回答していることだ。このことからPwCは、体験

に関する何かが買い物を促していると考えている。

イタリアの高級ファッション小売りサイトである

Yoox Net-a-Porter Group（YNAP）についても同

じことが言える。2017年には、スマートフォンを利

用する買い物客からのオンライン売上高が、初めて

PCやタブレットを上回った（2018年の売上高は本

書の発行時にまだ公開されていない）。重要なの

は、YNAP独自の調査結果に表れた、モバイルを使

用する顧客の方がデスクトップを使用する顧客より

買い物の頻度が大幅に高く、年間支出額も大きいこ

とである。2019年1月からYNAPの最高財務責任者

（CFO）を務めるEnrico Cavatorta氏によれば、こ

れは偶然ではない。2019年1月のインタビューで、

Cavatorta氏は次のように述べている。「YNAPは

ウェブストアやモバイルインターフェースなど、消費

者と直接やりとりできる場所でのカスタマーエクス

ペリエンスをより良くすることで、顧客が買い物にか

ける時間とお金が増えると考えている」

人工知能（AI）を搭載したデジタル音声アシスタン

トも、フリクションレスな購買ジャーニーに貢献して

いる。PwCの調査では、消費者の9%が音声技術
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を使用して週に1回以上オンラインショッピングをす

ると回答した。音声によるショッピングが普及する

につれて企業各社は、スマートフォンだけでなく、自

宅、車内、その他の場所で音声技術がカスタマーエ

クスペリエンスにどのような影響を与えるかを考慮

する必要がある。企業が消費者に使いやすい技術

を発表するたびに、ブランドリーダーシップのハード

ルは高くなる。

フリクションレスな体験をデザインするには、顧

客との接点のどこに弱点があるか考えることが重

要である。PwCのグローバル・チーフ・エクスペリ

エンス・オフィサー（CXO）であるDavid Clarkeは、

モバイルショッピングの人気が高まっている理由の

1つが、消費者のエンゲージメントを妨げる障壁を

壊したことだと言う。例えば、ホテルのコンシェル

ジュデスクやデパートの精算カウンターは、顧客と

のエンゲージメントの機会のように見えるが、実は

消費者に手間をかけ不快感を与えることで、本当の

エンゲージメントを阻害している。モバイルショッピ

ングが急成長しているのは、レジの行列や駐車場な

ど物理的な障壁がないことに加え、目を合わさない

店員など感情的な障壁もないからである。Clarke

は次のように述べている。「ある意味、消費者はモ

バイルのおかげで、お気に入りのショップやブランド

との親密な関係を楽しんでいる。その方が、顧客に

とって不快で面倒なやりとりが少ないからだ」

顧客との取引を阻害する障壁の一部は、消費者

を育てることや純粋なコア体験の価値を通じて克服

することができる。オンラインで買って実店舗で受け

取る（BOPUS：Buy Online Pick Up in Store）と

いう購買ジャーニーは、英国では主に「クリック・ア

ンド・コレクト」と呼ばれ、米国でも人気が高まって

いる。PwCの米国責任者であり、主に小売り業者

と消費財メーカーを担当するTom Johnsonは、こ

れには顧客トレーニングが必要だと言う。「BOPUS

は全く新しい体験。顧客は『どうやって買うの？ロッ

カーで受け取るとしたら、どうするの？商品を受け

取る時はどこに車を止めるの？』などと質問する。こ

のような変化に対処してもらうには、従業員の丁寧

な手助けが大切であり、実現に向けて企業は従業

員に投資する必要がある」

物理的要素とデジタル要素のブレンド
物理的または人間的な要素をデジタルのやりとり

に盛り込むことが、カスタマーエクスペリエンスを向

上させる場合もある。特に、顧客の獲得に、教育、説

明、パーソナライズが必要な業界ではそうである。例

えば金融機関は、顧客のニーズをオンラインで満た

しても、そこから消費者への販売や関係構築に進む

ことは難しい場合が多い。

欧州、中東、アフリカ地域におけるMetLifeの

D2C／デジタル革新部門責任者であるFrançoise 

Lamotte氏は、ハイブリッド方式が必要だとPwCに

語った。Lamotte氏は、2019年1月のインタビューで

「顧客に製品について説明し、ニーズを理解し、適切

なソリューションを提案するには、やはり人間が必要

だ」と述べている。

PwCの最新のGCIS結果によれば、過去1年で

オンラインで保険に加入した回答者は世界で15%

にすぎなかった。個人ローンを利用したのはわずか

13%、ファイナンシャルプランを実行した人も12%

だった。金融サービス業界に限らず、顧客の獲得に

https://www.pwc.com/us/en/services/consulting/library/consumer-intelligence-series/cis-brandscape.html
https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/interviews/metlife.html
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は多大な人間の労力を必要とすることが少なくない。

ただし、人間による接客の前、途中、後のデジタルコ

ンテンツによるフォローが、企業に機会を与えるこ

とがある。このようなブレンドされた体験の考案は、

ROXを高める大きなチャンスである。AIや仮想現実

（VR）は、人による売上獲得とデジタルによる売上

獲得の差を埋めるパーソナライズされた、より良い

デジタルコンテンツ体験の創出に役立つ。

一般に、顧客の獲得であれ、長期的な顧客サービ

スであれ、企業は斬新な方法を考える必要が出てく

るだろう。例えばLamotte氏がPwCに語ったとこ

ろでは、未来の保険は、現在よりターゲットを絞り、

短期的で、顧客が近い将来に予定している具体的

な体験や出来事に結びついたオンデマンドの商品に

なる可能性がある。Lamotte氏は「顧客が当社の

保険商品とさまざまなカスタマーエクスペリエンスを

関連づけるよう、カスタマージャーニー（Customer 

Journey）を修正する必要がある」と述べている。

消費者は「素晴らしい新世界」を歓迎
PwCの調査によれば、消費者は従来になかった

オンラインでの活動を歓迎している。この傾向は特に

医療分野で顕著であり、世界の回答者の3分の2近

くが、Amazon、Apple、Facebookなど、通常は医

療と関係のない企業を通じてでもサービスを利用し

たいと考えている。そして、消費者はすでに、スマー

トデバイスで健康や医療関連の情報にアクセスして

いる。調査回答者の75%近くが健康関連のアプリ

を利用しており、ヘルスケア、ウェルネス、フィットネ

Fitness first in the world of healthcare apps

49% 43% 26%

21% 26% 37%

23% 22% 16%

図表5：ヘルスケア、ウェルネス、フィットネスアプリの幅広い普及

質問：ヘルスケア、ウェルネス、フィットネス関連のアプリをスマートフォン、スマートウォッチ、タブレットで使用していますか？ 回答者数：21,480人
質問：使用している場合は、以下のどのタイプのアプリですか？ 注：回答者の4%（9,474人）が「どれも使用してない」と回答
出典：世界の消費者意識調査2019

調査に回答した消費者の

75%近くが、 

ヘルスケア、ウェルネス、フィッ
トネス関連アプリ最大3種類を
スマートデバイスに入れている
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妊娠と月経の管理

ダイエット、減量、 
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睡眠

介護士との 
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https://www.strategy-business.com/article/Digital-Native-Retailers-Are-Giving-Physical-Stores-a-Radical-Makeover
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図表6：消費者には自動運転車を受け入れる準備がある

質問：もし、コネクテッドカーや自動運転車が手に入るとしたら、以下のどの機能が最も魅力的ですか？ 回答者数：21,480人
出典：世界の消費者意識調査2019

完全な自動運転

自動ブレーキと危険認識

パーキングアシスト

運転者の疲労と健康状態のモニター

位置情報サービス

車内エンタテイメント

車両の自己診断

他の接続機器との一体化

車線変更サポート

緊急サービスへの通知

上記のいずれでもない

分からない

最も望まれている
のは、人間による
運転中の意思決定
を不要にする機能
である

ス関連アプリ最大3種類をスマートデバイスに入れ

ている（図表5参照）。

消費者は他の領域にも興味を広げている。調査

回答者のほぼ半数（46%）は、自動運転車が欲し

い、あるいは将来的に購入を考えると答え、さらに

21%はテクノロジーについて学ぶことに強い興味

を持っている2。消費者が最も関心を持っているの

は、ブレーキ、危険の認識、パーキングアシストなど、

人間による運転上の決断や操作を不要にする機能

である。金融サービス分野でも、世界の回答者の

32%がデジタル通貨への投資を検討している。



Saks Fifth Avenueの元CEOであるStephen Sadove氏は、2006年から2013年まで、こ

の一流百貨店を経営していた。Sadove氏はPwCに対し、彼が経営していた頃とは時代が変

わったと話している。当時は、オムニチャネル、あるいは複数のチャネルで同じショッピング体験

を提供することが注目されていた。現在、テクノロジーと本物志向のブランドパーパス（Brand 

Purpose：ブランドの存在意義）が成否を決めることが増えている。Sadove氏は、2019年1月の

インタビューで「テクノロジーを使って市場に参入し、消費者を惹きつけるストーリーを語れば、

成功の可能性は高い」と述べた。Sadove氏は、Warby Parker、新興スーツケースメーカーの

Away、ひげそり製品メーカーのHarry�sなど、デジタル中心の小売業者が良い例だと語った。

PwCのGCIS調査は、新規参入企業にとっても、実績ある業界大手にとっても、グリーン、オー

ガニック、ローカルライフスタイルにまつわるブランドストーリーを構築することが有効であるこ

とを示している。世界の調査回答者の35%が、環境を保護するために持続可能な製品を選び、

37%が環境にやさしいパッケージの製品を探し、41%が可能な限りプラスチックの使用を避け

ている。さらに、世界の回答者の3分の2が地元産の食材を選んで買い、42%が食品以外でも

持続可能な方法で生産された製品があれば、値段が高くても買うと答えている。

この流れに乗っているのが、モンゴルからカシミヤを調達しているニューヨークのブランド、

Naadam Cashmereである。Naadamという社名はモンゴルの伝統的な祭りの名前からつけら

れた。Sadove氏は、Naadamが設立を支援したモンゴルの非政府組織「Gobi Revival Fund」

を通じて、利益を還元していると語る。同社は年に1回、ヤギの飼育者と直接会い、家畜に獣医

師の診察を受けさせている。Sadove氏は、次のように述べている。「モンゴル産カシミヤという

ストーリーがあるなら、あくまでオーセンティックで、ビジネスとして機能していなければならな

い。何のストーリーでも同じ。もはや形式すら重要ではない。重要なのは体験だ」

本物志向であることの威力
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ROXの測定
PwC米国の責任者であるMatt Egolは、企業に

おけるカスタマーエクスペリエンスの革新を推進し

ているが、次のように例えている。「全ては木。森は

ない」これは、企業にとって顧客の購買ジャーニーを

理解したうえで、どこに投資すべきかを判断するのは

難しいという意味だ。

企業は、現在、顧客の満足度を測ろうとしていな

いわけでも、顧客が接するツールやリソースへの直

接投資の額を判断しようとしていないわけでもない。

しかし実際のところは、大半の企業が事業の別の部

分における投資や成果を測るのに忙しいか、カスタ

マーエクスペリエンスに対するアプローチがサイロ

化されすぎているか、である。

広告、社内の ITシステム、共有サービスセンター

などのROIにリソースを集中するのではなく、顧客

や従業員のエクスペリエンスへの投資効果測定に

注意を向けてほしい。「エンプロイーエクスペリエン

ス（従業員の体験、EX：Employee Experience）」？

と思われるかもしれないが、そのとおりである。GCIS

は、消費者に対する大規模調査のため、本レポート

では主にカスタマーエクスペリエンスについて検討

する。しかし、エンプロイーエクスペリエンス（EX）

に投資し、改善することは、優れたカスタマーエクス

ペリエンスを創出するための重要な要素である。結

局のところ、顧客と直接向き合うのは従業員であり、

オンラインであれ実世界であれ、消費者の体験を形

づくり、購入時点で情報、アドバイス、サポートを提

供し、感情を示すことによって、消費者が好意を抱く

か、しらけて去っていくかを決めるのは、従業員だか

らである。PwCの2018年のレポート「Experience 

is everything: Here�s how to get it right」によれ

ば、消費者と従業員の両方に投資し、優れた体験を

提供する企業は、製品とサービスの料金を16%も

上乗せすることができる。

ROXのフレームワークと計測指標の作成
ROXのフレームワークは、サポートする必要があ

る顧客とのタッチポイントに重点を置く。これによ

り、その企業が特に得意とする分野も明確となり、

ITシステム、データインフラ、ビジネスプロセス、パ

フォーマンス計測指標をそれらの中核能力に合わ

せることが可能となる。また、PwC Strategy&の

Jon Katzenbach、James Thomas、Gretchen 

Andersonが執筆し、2019年に出版された書籍

『The Critical Few: Energize Your Company�s 

Culture by Choosing What Really Matters』で

定義しているように、企業の「Critical Few（少数の

重要な）」行動を明確にすることにもなる。この行

動は、優れたカスタマーエクスペリエンスとエンプ

ロイーエクスペリエンスを創出し、提供するために

極めて重要である。少数の重要な行動とは、最前

線の従業員の習慣と、社内の慣例の両方を含み、

妥当で感情に訴えかけ魅力があるCXのデザインと

https://www.pwc.com/us/en/advisory-services/publications/consumer-intelligence-series/pwc-consumer-intelligence-series-customer-experience.pdf
https://www.pwc.com/us/en/advisory-services/publications/consumer-intelligence-series/pwc-consumer-intelligence-series-customer-experience.pdf
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提供を可能にする行動である。著者らが記述して

いるように、少数の重要な行動は習慣的なもので

あり、1回きりの行動ではないと理解することが重

要である。

ROXフレームワークにおいての指標は、機能や

事業、地域に対する行動を構築するプロセスの進

捗を数値化したものである。しかし、指標にはベー

スラインが必要であり、ROXのベースラインを構築

するには、まず具体的な質問に対処する必要があ

る。これらの質問に回答することにより、体験への

投資と、企業の戦略や文化、顧客が最も価値を置く

もの、そして最終的には財務業績を結びつけるうえ

で改善すべき点が明らかになる（図表7参照）。

例えば、以下の質問に回答いただきたい。

• ブランドパーパスに対する従業員の思い入れ
は、どのくらい強いか？

• 少数の重要な行動を知ることと、それに対処す
ることのギャップはどのくらい大きいか？

• 「本格的で非公式のインフルエンサー（肩書や
公式な立場に依存することなく、他人に影響と
活気を与える人々）」を、主要なCXおよびEX
活動に巻き込む点で、どれほどの進歩を遂げ
ているか？

• 社内、社外の顧客の目から見て、自社がどれだ
け価値を付加できているか？

• CXおよびEX活動の改善をどのように測定し
ているか？

• 価値を生み出す行動が、自社の損益計算書に
どれだけ影響しているか？
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前頁のような質問の回答を評価することで、時間

をかけ、ROXのあらゆる構成要素をより包括的なモ

デルへと成長させることができる。初期に見るべき

KPI（重要業績評価指標）群に注目してビジネス上

の意思決定を実行すれば、短時間で価値の実現が

可能である。ROXフレームワークを中心として計測

指標を設定することにより、森林をつくる1本1本の

木を把握し、具体的なCXやEXの優先事項に向け

た体験をデザインできる。計測指標は、顧客が何を

最も重視しているかを詳しく把握するためにも有用

である。購入までの道のりで何が重要か、顧客の行

動を促すにはどの要因が最も有効かを数値化する

には、PwC独自のExperience Radar （xRadar）

ツールを含め、さまざまな調査テクニックが有効で

ある。

図表7：ROXの指標構築が、好循環を促進し、価値を向上

出典：PwC 2019

ROXの向上によって
生じる財務的成果

顧客と従業員の目から 
見た主要な価値の源泉

企業文化を明確にし、向上心を高め、
業績管理に組み込む必要のある 
前向きな習慣や行動

社内、社外のブランドアンバサダーや
感情に訴えかけるエネルギーの源

ブランドパーパスと 
戦略に対する思い入れ

ROXの 
好循環を促進

https://marketplace.pwc.com/overview
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ROXを行動に移す
顧客の購買ジャーニーにおける特定のタッチポ

イントを改善させるための投資や、その効果を測定

することに躊躇するようであれば、具体的な事例が

参考になるだろう。消費者の目は肥えており、高い

品質、コンテキスト、優れた体験に支払うお金は増

加している。PwCのアンケート調査では、そのよう

な上乗せ料金を積極的に支払う消費者はスマート

ホームデバイスを所有している割合が高く、小売り

業者による個人向けサービス（パーソナルショッパー

や特別イベントなど）も望んでいることが明らかと

なった。オンラインで買い物をする頻度も一般的に

高い。

プレミアム消費者がお金を出す状況を、次の例で

考えてみる。コンビニエンスストア、テーマパーク、レ

ストランで暑い日に販売される冷たい飲み物は「即

時消費飲料」と呼ばれ、将来の消費向けに販売さ

れる飲料より値段が高い。従って、企業が、特定の

顧客に冷たい飲み物が魅力的となるコンテキスト、

ターゲットとする顧客に飲み物が売れそうな時間帯

と場所（「魔法の瞬間」と呼ばれることもある）を明

確にすれば、そのような「魔法の瞬間」におけるよ

り革新的な体験に投資する価値はあるだろう。同

様のアプローチは、さまざまな企業、そして価値の

変動する全ての製品やサービスに応用可能である。

PwCのClarkeは次のように述べている。「簡単な

ことに思えるが、これらを全て明確にすれば多大な

可能性が開ける。まずは企業が、カスタマージャー

ニーのどこに弱みと強みがあるかを理解することで

ある」

国際的フィットネステクノロジー会社、Pelotonの

CEOであるJohn Foley氏は、かつてカスタマーエ

クスペリエンスの問題に繰り返し直面していた。同

社の屋内サイクリングスタジオ事業における中核を

なしていたPelotonのハイエンド・エクササイズ・バ

イクは、同社の顧客中心の理念を理解していない代

理店によって販売されていた。Foley氏は、2018年

11月のPwCのインタビューに答え、次のように述

べた。「顧客のコメントには『Pelotonは好きではな

い。納品に嫌な思い出がある』というものが多かっ

た。『友達にはPelotonを勧めない』とも言われた」

Foley氏は、Pelotonの役員会に出向き、特定の

郵便番号の地域へ自社で自転車を納品するよう提

案した。現在、同社は自転車の70%を自社で納品

している。ある意味で、Foley氏とPelotonは幸運

だった。納品体験の悪さは、他のカスタマーエクス

ペリエンスに比べ際立っており、見逃しようがなかっ

たからだ。ROXフレームワークにより、企業はこの

ような弱みを見つけ、購買ジャーニーの他の些細な

弱点にも目を向けることができる。

企業は、カスタマーエクスペリエンスへの投資の

成功をどのように判断するのだろうか？現行の測定

方法も価値はあるが、限定的で断片的である。例

えば、Fortune1000企業の3分の2が利用している

という有名なNet Promoter Score（顧客のロイヤ

ルティーを測る指標）は、その消費者が製品、サー

ビス、企業を人に推薦するか、という1つの点を指標

としている。また、多くの企業は、コールセンターや

ウェブプロパティを利用したカスタマーエクスペリ

エンスを、ベンダーを通じて把握している。

https://www.strategy-business.com/article/Business-Cycle?gko=c8808%5D
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PwCのEgolは、次のように語っている。「一般

に企業は、何らかの形でブランドのヘルススコアを

設定している。そのスコアを上げるために、どのよ

うな体験に価値があり重視すべきなのか、社内で

どのような少数の重要な行動に注目すれば顧客の

観点から見た体験と価値が高まるか、理解できれ

ば素晴らしい」。言い換えれば、そのような理解力

がなければ、木が多いだけで森はないということ

になる。

従業員はROXの重要な要素である
ROXを高めるうえで、従業員の重要性を強調し

すぎることはない。CXとEXの両立こそ、最も優れ

た企業文化である。消費者は、最前線の従業員を

通じてブランドと接する。従業員は、ブランドとそれ

を形づくる文化を体現し、同時に体験している。

社内の従業員を活気づけ、例えばビジネスについ

て提案させたり、勤務スケジュールを自主的に決め

させたり、福利厚生を充実させたりすることにより、

意欲を高めれば、彼らは間違いなくROXに貢献す

るだろう。例えば、消費者と従業員の両方が注目す

る持続可能性が、ブランドロイヤルティーとリーダー

シップの主要部分であることを考えてほしい。PwC

のGCIS調査は、消費者が持続可能な製品とサー

ビスに関心を持っていることを示している。PwCの

2018年のレポート「Workforce of the future: The 

competing forces shaping 2030」によれば、従業

https://www.pwc.com/gx/en/services/people-organisation/workforce-of-the-future/workforce-of-the-future-the-competing-forces-shaping-2030-pwc.pdf
https://www.pwc.com/gx/en/services/people-organisation/workforce-of-the-future/workforce-of-the-future-the-competing-forces-shaping-2030-pwc.pdf
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員は「違いを生む仕事」がしたいと考えている。彼ら

は、技術力や分析を利用して従業員に力を与え、心

に残る体験づくりに貢献させてくれる持続可能性重

視の企業を求めている。

2019年1月のPwCのインタビューに対し、ドイ

ツの卸売会社、Metro Cash & Carryの中国部

門、Metro Jinjiang Cash & CarryのCEOである

Claude Sarrailh氏は、従業員がROXにとってどれ

ほど重要かを示す実例を作った。彼は、さまざまな

デジタルツールやデジタル製品を私生活で活用す

る新しい従業員を頻繁に訪ね、Metroの消費者の

体験デザインに役立つアイデアを尋ねていると語っ

た。Sarrailh氏は、斬新なアイデアを持つ従業員を

採用する重要性も強調し、次のようにPwCに語っ

た。「私には若い人材に触れる必要がある。彼らを

見つけ、経営幹部や役員に育てて、アイデアを実現

してもらう。現代においては、誰もがデジタル、高速

プロトタイピング、機敏性に注目している。若い従

業員なら、それらをDNAに持っている」

米国のコンシューマーエレクトロニクス小売店で

あるBest Buyは、別の例でEXの重要性を示す。

企業再生戦略を2018年から強化した同社は、販売

担当者向けのデジタルツールに投資し、カスタマー

エクスペリエンスの改善に努めている。また、最新製

品に関する販売担当者向けのトレーニングモジュー

ルをデザインし、担当者らがトレーニングを受けら

れるようスケジュールを組んでいる。Best Buyは、

業界標準よりも有利な従業員割引を用意し、従業

員への製品販売も促進している。そしてBest Buy

店内では、従業員が高速通信を利用し、最安値を

常に検索している顧客と同じ速度で、製品や価格に

ついて情報を得ることができる。

小売りの場合、ROXは、製品、付属品の組み合

わせ方、最新の「カッコよさ」を熟知している従業員

から始まる。「エンプロイーエクスペリエンスへの投

資には、カスタマーエクスペリエンスの改善という大

きなメリットがある」と、PwCのJohnsonは語って

いる。PwCのGCIS調査の結果も、Johnsonの主

張を裏付けている。実店舗内のショッピング体験を

大幅に高める要素は何かという質問に対して、「製

品について詳細な知識を持っている店員」という回

答は、数年間連続でトップ3に入っている。今年は

第2位で、回答者の34%がこれを選択した。

https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/interviews/metro.html
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ROXを改善すべき6つの理由

CXとEXを融合させる
カスタマーエクスペリエンスは、エンプロイーエクスペリエンスと相関関係にある。EX

を考慮せずにROXを改善しようとする企業は、取り組みの必須部分を欠いていることに

なる。ROXフレームワークは、企業文化、少数の重要な行動、ビジネス上の成果のつなが

りを明確にし、EXがCXに最大の影響を与えることを気づかせる。そして、何が従業員の

誇りと組織への帰属意識を育むか、従業員が接客を改善するうえでどれだけ幅広く重要

な行動を採用しているか、それらの行動がどれだけ顧客の目から見て価値につながって

いるかについて深く理解を与えてくれる。

目的を持ってコミュニティーを構築する
CXとEXの融合は、顧客と従業員の両方がブランドや企業とかかわりを持ちたいという

高い意欲を持つ場合に、はるかに容易になる。従業員や顧客が何を重視しているかを理

解し、共有する価値を伝えることが重要である。特に取引の場として成長中のモバイルや

ソーシャルメディアを通じて、社内、社外の両方の人と意義あるかかわりを持つ機会を見

つけることをお勧めする。

カスタマージャーニー上のそれぞれの瞬間を強化する
デジタル技術によって選択肢が増えている現代、消費者のロイヤルティーはボタン1つ

で消えかねない。顧客離れの可能性を低くするためには、「魔法の瞬間」を重視し、長期

的なロイヤルティーを獲得し、製品検索だけに終わらない関係を築くことが重要である。

PwCは、最良のCX結果を得る目的で、どこにリソースを集中すべきかを企業が理解でき

るよう、ROXの主要要素を追跡、測定、表示するシステムを開発した。

PwCは、ROXの改善を始めるために6つの具体的な行動を推奨している。以下の見出しをクリックすると、
各行動に関する詳細情報が表示される。

https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/customer-and-employee-experience.html
https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/communities-with-purpose.html
https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/customer-journey.html
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行動に基づいて顧客を理解する
PwCは、GCIS回答者の行動特性を消費者プロファイルにグループ化し、独自のデータ

を導いた。この独自データにより、顧客を人口統計データだけに基づいてセグメント化す

る従来の有料メディアより、はるかに高度なパーソナライゼーションが可能となる。人口

統計データでは、消費者がいつ、どこで、どのように、なぜ買い物をするかをマーケターに

伝えることができない。だが、行動や姿勢に関する属性があれば可能になる。この情報が

あれば、プロモーション、コンテンツ、オンライン店舗、広告など、商業的な投資全てを活

用し、具体的な買い物のコンテキストに合わせたシームレスでエンドツーエンドの体験を

提供することができる。

消費者のデータを丁寧に扱い、見返りとして価値を提供する
顧客は、かかわりを持つ企業に、個人情報の保護を望んでいる。PwCの調査は、その

企業が個人情報を保護してくれるという信頼がない場合、顧客が他へ移ることを示してい

る。企業は、顧客の要望を考慮し、自社がどのように消費者のデータを利用し、消費者に

どれだけの管理権限を与えて、どれだけデータを大切に扱い、その利用によってどのよう

に消費者に価値を提供しているかを考え直す必要がある。消費者は、企業が自社のデー

タポリシーを明確に示し、個人情報提供の見返りに提供する価値を積極的に公開するこ

とを望んでいる。

足を運んでもらう
今は、足を運ぶところも、選択肢も、何もかも以前より豊富にある。実店舗でもオンラ

イン店舗でも、顧客を獲得するには、顧客が何を体験しようとしているかを理解し、ナビ

ゲーションを容易にするとともに、品ぞろえや品質、価格、アドバイスの質、独自性を提供

するなどして、目的の達成をサポートする必要がある。例えば、消費者のオンライン調査

の結果を対面での接客に反映させれば、足を運んでもらうことができ、ロイヤルティーが

高まる。そして「足を運んでもらう」のは単に店や小売店だけではない。宿泊施設、金融

機関、医療機関など、全ての企業が含まれる。

1. 中国の回答者については、Amazonの代わりに、Tmall.comとJD.comについて質問した。この数値はロシアを含まない。

2. 完全な自動運転車（運転者が不要の車）とは、人間による操作を全く必要とせず、通常の車にある全ての運転機能を果たすよう設計されている。
このような車（必要であれば人間が運転することも可能）は、自動的に道順を判断し、信号で止まり、歩行者や自転車などの危険に反応する。

企業が上記6つの方法で行動を起こすことができれば、従来のROIから重点を移し、現代のデジタル消

費者の重要な役割を認識し、ROXへと進むことができるとPwCは考えている。

https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/understand-your-customer.html
https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/customer-data-respect.html
https://www.pwc.com/us/en/advisory-services/publications/consumer-intelligence-series/protect-me/cis-protect-me-findings.pdf
https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/win-the-trip.html
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小売業の概況
経済産業省の「商業動態統計年報」によると、日本の小売業における2018年度の市場規模

（販売額）は約145兆円で前年から1.7％伸長した。しかし、業態別の実績を見ると、百貨店、

ホームセンターはマイナス成長、コンビニエンスストアは2%、ドラッグストアは5.9％と伸長し、

昨年度と同様に勝ち負けが明確となった。

同じく経済産業省の「平成30年度我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商

取引に関する市場調査）」によると、特に経年で大幅拡大しているのはeコマースで、国内にお

けるBtoCの市場規模は18.0兆円と前年比8.96%増であり、大幅に増加。これはグローバルと

同様のトレンドとなっている。

また、BtoCの物販系分野の市場規模は9.3兆円となっており、そのうちの39.3％にあたる

3.7兆円がスマートフォン経由での金額であった。このトレンドは少なくとも2015年度より見ら

れ、毎年3~5ポイントずつ増加している。この増加理由は、物販系分野の純増分がそのままス

マートフォンに移行したのではなく、PCからスマートフォンへ移行した、という点が大きいと考え

られる。デジタル活用のツールはますます消費者に利用しやすいものへと移行し、小売業では

それを意識した取り組みをさまざまな場面で検討する必要が出てきている。しかし、一方でこれ

までの伝統的なサービスを求めるシーンも引き続きみられており、安易にデジタルを使うことが

企業にとってベストな選択とはならない。サービスの選択肢が増えたことで最適なものを選択

する難易度が上がっているが、それを見誤らないよう、いかに適切なサービスの提供を行うこと

が企業にとっての課題であろう。

日本の小売りと消費の実態と顧客の体験
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１．Fuse CX and EX 
CXとEXを融合させる

エンプロイーエクスペリエンス（EX）の改善がカスタマーエクスペリエンス（CX）の改善を
導く

PwCの「世界の消費者意識調査2019」によると、グローバルにおいて実店舗での買い

物体験を最も改善するものは「取扱商品について深い知識を持った店舗スタッフがいるこ

と」という回答が34%で上位を示し、日本においても42%と、高いポイントを示した。加え

て日本では「店舗のデザインや雰囲気が楽しいこと」が同率で1位であり、「店内で商品を

スピーディーかつ便利に探せること」が37％で3位であった。選択肢の中にはデジタルによ

る便利さ、体験なども含まれており「実際にモバイル決済で買い物代金を支払った」という

回答が、前年の15%から2018年には31%と16ポイント上がっているものの、日本の上位

3つは全て店舗体験を豊かにする内容であり、テクノロジーを用いた便利さ、体験などを上

回る結果になった。このことから、消費者はテクノロジーの利用が増えている一方で、これ

までの伝統的なサービスのある店舗も求めていることが分かる。これらのサービスを作り

出すのは従業員の意識・知識であり、よってその向上は今後も欠かせない。それを効果的

に進めるには、従業員自身の満足度の向上が重要であり、企業は顧客だけではなく、従業

員の待遇を慎重に考えながら運営することが求められるだろう。

日本においてROXを改善すべき6つの理由

1. Fuse CX and EX CXとEXを融合させる

2. Convey shared values 目的を持ってコミュニティーを構築する

3. Find � magic moments� カスタマージャーニー上のそれぞれの瞬間を強化する

4. Understand customers 行動に基づいて顧客を理解する

5. Treat data respectfully 消費者のデータを丁寧に扱い、見返りとして価値を提供する

6. Win the trip 足を運んでもらう

https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/customer-and-employee-experience.html
https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/customer-and-employee-experience.html
https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/communities-with-purpose.html
https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/customer-journey.html
https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/understand-your-customer.html
https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/customer-data-respect.html
https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/win-the-trip.html
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２．Convey shared values 
目的を持ってコミュニティーを構築する

PwCの「世界の消費者意識調査2019」によると、グローバルでは「ソーシャルメディア

が消費者の購入決断に影響している」という結果が出ており、日本でも「高評価レビュー

に影響を受けた」という回答が26％で1位となっている。しかし、一方でグローバルでは

「ソーシャルメディアを利用しない」という回答が10％と最下位なのに対し、日本では、

26％で1位となり、グローバルと日本の順位の間に大きく乖離があった。これらのことか

ら、日本においてはソーシャルメディアからの影響うんぬん以前に利用率の低さが浮き彫

りとなった。グローバルの調査においてアジアの消費者は、欧州やアメリカ大陸の消費者

よりもソーシャルメディアを積極的に利用している（タイ50％、インドネシア49%、ベトナ

ム48％）という結果が出ているが、日本はそれに当てはまらない。アジアの傾向が必ずし

も日本には当てはまらないため、データの捉え方には注意が必要であろう。

なお、ソーシャルメディアが購入決定に最も大きな影響を与えるのは世界共通でファッ

ションであり、その数字は日本もグローバルも54％だった。中でも日本では若いミレニア

ル世代（23~26歳）の64%がファッションでソーシャルメディアの影響を受けると回答して

おり、ソーシャルメディアの利用率は今後上昇していくと考えられる。

「インフルエンサーや有名人の影響で製品やサービスを購入する」という回答は日本で

は10%と最下位で、ホスピタリティ業界においても、有名人による紹介よりも身近な人の

体験・意見が大きな影響を与えているという点はグローバルと同じ結果であった。

当調査によれば、グローバルでは回答者の29％が「持続可能性を推進するブランドを

購入する」と回答しているが、日本では「パッケージの少ない商品の購入」をしてはいるも

のの「持続可能性には興味がない」という回答が34％と、グローバルの13％に比較して

も非常に高くなっている。これは、世界中の国々が解決していくべき環境問題への、日本

の意識の低さを如実に表しており、大きな課題と言えよう。

https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/communities-with-purpose.html
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３．Find � magic moments�　 
カスタマージャーニー上のそれぞれの瞬間を強化する

PwCの「世界の消費者意識調査2019」によると、Amazonの利用は、グローバルにお

いて昨年との比較では6ポイントアップし65%となっている。日本はすでに3年前より約

90％がAmazonを利用していると回答しており、利用率は横ばいである。しかし、プライ

ムの利用会員数に目を向けると日本は42％で、グローバルの43%とそれほど差がなく、

Amazon利用者のプライム利用率はそれほど高くないと言える。ただし、日本の昨年のプ

ライム利用率は25％で17ポイントアップしており、プライムの特典は追加費用を支払って

も利用する価値があると、評価が高まっていることが分かる。

昨今、これまでの伝統的な方法からデジタルへ移行している�こと�が増えてきている。

例えばヘルスケア、ウェルネス、フィットネスに関するアプリは回答者の約半数（52%）が

インストールしており、うち75％は最大3つのアプリを利用している。しかしながら、金融

／財務取引はグローバルにおいて80％以上が過去1年間で1回以上行っていると回答し

ているのに対し、日本は57%が実行していない。また、グローバルでは54％の回答者が

ストリーミングサービスを通じて動画やテレビ番組を週に2回以上視聴するのに対し、日

本は34％と利用率が低くなっており、デジタルへの移行のスピードは、グローバルと比較

して緩やかであると言えよう。

４．Understand customers 
行動に基づいて顧客を理解する

PwCの「世界の消費者意識調査2019」によると、日本ではマイクロトリップ（5分以内

の買い物）を59%が週に2回以上行っていると回答している。とりわけ北海道／東北は

14％が1日に2回以上行うと回答しており、全国（7%）の2倍となっていた。

https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/customer-journey.html
https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/understand-your-customer.html
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５．Treat data respectfully 
消費者のデータを丁寧に扱い、見返りとして価値を提供する

PwCの「世界の消費者意識調査2019」によると、グローバルでは74％が自分の健康

に関する情報を全て1カ所に集めて照合できるサービスを好意的に捉えている。これは健

康に関する情報が消費者にとって極めて重要な機密データであるにもかかわらず利便性

を優先することを表している。一方、日本でも85％が同様のサービスを好意的に捉えてお

り、グローバルの結果以上に健康や医療に関するデータを企業に渡すことに対して抵抗

を感じていない。

また、オンラインでの買い物は、まさに個人データの提供にあたる行為そのものと言え

るが、日本では21％もの人が週に2回以上行うと回答しており、企業に提供されている個

人データの取り扱いが安全だと信じている、あるいは不安をあまり感じていない。

また、「オンラインで今後12カ月の間に食料品の購入を行う見込みはどのくらいありま

すか？」の問いに対し、全国21％の回答のうち、北海道／東北は27％と平均より高い回答

となっている。これらのことから、日本におけるマイクロトリップに地域特性が出ているこ

とが分かる。ただし、食料品のオンライン購入に関して性別の差はほとんどなく、男女と

もに利用は同じ程度であった。

なお、食料品の購入を躊躇する理由は日本もグローバルも同様に「実際に商品を見た

り、触ったりしたい」というものであった。これは食料品、特に生鮮食品は、それぞれの商

品の状態がオンラインでは分かりにくく、手元に想像とおりのものが届かないリスクを感

じることから生じていると思われる。食料品のオンライン取引を増やすうえで、消費者に

届く実物の商品をいかにイメージとおりにするかがポイントとなろう。

https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/customer-data-respect.html
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６．Win the trip 
足を運んでもらう

PwCの「世界の消費者意識調査2019」によると、休暇の際の宿泊施設には価値のある

（特別な）ものを提供するホテルを選択するとの回答がグローバルで37％、日本で57%

と1位になった。一方、「Airbnbなどの民泊サービスを利用する」との回答はグローバル

では12%、日本では5%にとどまっている。また、日本では「生活必需品は低価格で購入

したい」と回答する一方、旅行においては14%が「高価格でもよい」と回答している。こ

れらのことから、消費者は、旅行などの娯楽に関しては �ただ安価である�ということは決

め手にはならず、多少費用が掛かってでも特別な体験を期待しており、その体験が好印象

で記憶に残るものであれば次回もまた同様の体験を求める、というサイクルが生まれて

いると考えられる。

当調査によれば、日本では23％が毎日マイクロトリップ（5分以内の買い物）をしている

と回答している。マイクロトリップは店員をあまり介することなく買い物を完了させること

を意味しており、そういった短時間で効率的な買い物をする人が多い一方で、実店舗での

体験は店員からの伝統的なサービスを求めるという、何とも両極端な結果が出ている。こ

れは、状況に応じて店側への要求が大きく変わり、デジタル体験も物理的体験も用途に

応じて必要とされていることを示している。企業には、店舗を取り巻く環境から、何が求め

られるのかを正確に判断して運営することが求められる。

これらのことから、現時点において企業は、ある程度容易に消費者から個人データを入

手できていることが分かる。しかし、一度インシデントが発生すれば即座に信頼を失墜す

る恐れがある。それによって、以降のデータ入手が困難となり、情報分析に多大な影響を

与えることは想像に難くない。個人データを扱う企業は引き続きセキュリティの強化に励

む必要があると言えよう。

https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/win-the-trip.html
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本レポートでインタビューに御協力いただいた 

皆さまに深く感謝申し上げます。

Patrick de Zeeuw
Founder, Startupbootcamp

Claude Sarrailh
CEO, Metro JinJiang Cash & Carry, China

Gavin du Toit
Global e-commerce director, 
Colgate-Palmolive

Matt Gorman
Director of sales development, e-commerce 
and strategy, Canon US

Françoise Lamotte
Head of direct-to-consumer & digital 
innovation, Metlife EMEA

Enrico Cavatorta
Former CFO, YNAP

Stephen Sadove
Former CEO, Saks Fifth Avenue

Susan Lenderink
CFO, de Bijenkorf
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Claire-Louise Moore, PwC Research, PwC UK
Rachel Wang, PwC US

Project advisory board
Irena Cerovina, PwC Canada
David Clarke, PwC US
Matt Egol, PwC US
Ben Isgur, PwC US
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Roderick Koe, PwC Netherlands
Esther Mak, PwC Hong Kong
Brandon Mason, PwC US
Harald Meinders, PwC Netherlands
Owen McFeely, PwC Ireland

回答者の抽出プロセスは、オーダーメードの調査と
分析を専門とするPwCの国際拠点、PwC Research
が担当しました。

PwCは、貴重な専門知識と見解を提供し、最終
的なレポートを査読してくださった、全米産業審議会
（The Conference Board）の消費者調査担当上席
研究者、Denise Dahlhoff氏に厚く御礼申し上げます。

謝辞

*調査方法
PwCは、5大陸の消費者21,480人に対してオンライン調査への回答を依頼した。調査は、2018年8月から

10月にかけて実施。各国と地域の回答者は、居住する国や場所に応じて、年齢、性別、職業、地域に基づいて

選択した。2019年の調査には、オーストラリア、ベルギー、ブラジル、カナダ、中国、デンマーク、フランス、ドイ

ツ、香港、日本、インドネシア、アイルランド、ハンガリー、マレーシア、中東、オランダ、フィリピン、ポーランド、ロ

シア、シンガポール、南アフリカ、スペイン、スイス、タイ、英国、米国、ベトナムが含まれる。調査の質問は翻訳

し、19言語で提供した。
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